平成 25 年 7 月 31 日 
(最終 改訂 : 令 和 2 年 4 月 1 日 ) 
金融 庁 
金融 商品 取引 業 等 に 関す る Q&A 


( 問 1 ) 金 商業 者 等 は 、 有価 証券 に 係る 外国 会 社 届出 書 等 が 英語 に より 記載 され る 
銘柄 (以下 「 英 文 開示 銘柄 」 と いう 。) を 取引 する 場合 に お いて 、 顧 客 (特定 
投資 家 を 除く 。) に 対し 、 そ の 旨 の 説明 を 行わ ず 、 又 は その 旨 を 記載 し た 文書 


の 交付 を し な いで 英文 開示 銘柄 の 取引 を 行っ て は な ら な いこ と と され て いま 
す が 、① 英 文 開示 銘柄 の 把握 や ② 取 引 時 まで の 文書 の 交付 が 容易 で は な いと い 
っ た 実務 上 の 問題 に 対応 する た め 、 ど の よう な 取扱 い が 考 えら れる で し ょ うか 。 





( 答 ) 

英文 開示 銘柄 に つい て は 、 投資 者 保護 を 図る た め 、 英文 開示 銘柄 と 日 本 語 に よる 
開示 銘柄 と の 間 の 誤認 防止 の 観点 か ら 、 顧 客 が 英文 開示 銘柄 を 取引 する 場合 に は 、 
取引 時 まで に 金 商業 者 等 が 当該 顧客 に 対し 、 英 文 開示 銘柄 で ある 旨 の 説明 を 行い 、 
か つ 、 そ の 旨 を 記載 し た 文書 を 交付 学 する こと が 人 金 商業 者 等 に 義務 付け られ て い 
ます (金融 商品 取引 法 第 38 条 第 7 号 、 金 融 商品 取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 第 117 条 
第 1 項 第 25 号 ) 。 
































( 注 ) 文書 の 交付 に つい て は 、 契約 締結 前 交付 書面 を WEB で 提供 する 方 法 に 準じ た 方 法 に 
よる 提供 を 含み ます 。 以 下 同じ 。 


























ご 指摘 の 実務 上 の 間 題 に つい て は 、 以下 の よう な 取扱 い を する こと と すれ ば 、 必 
ず し も 説明 ・ 文 書 交付 義務 に 違反 する こと と は な ら な いと 考え られ ます 。 


(1) 発行 開示 に お ける 英文 開示 銘柄 の 取扱 い 
英文 開示 銘柄 の 取引 を 行う 前 に 、 英文 開示 銘柄 で ある 計 の 説明 を 行う (説明 
義務 ) と と も に 、 英 文 開示 銘柄 で ある 旨 を 記載 し た 開示 書類 の 要約 の 翻訳 文 ( 又 
は 契約 締結 前 交付 書面 ・ 目 論 見 書 な ど ) を 交付 する (文書 交付 義務 ) 。 


(2) 継続 開示 に お ける 英文 開示 銘柄 の 取扱 い 
あら か じ め 、 以 下 の 事 項 を 記載 し た 書面 (契約 締結 前 交付 書面 な ど ) を 交付 
する (文書 交付 義務 ) と と も に 、 英 文 開示 銘柄 の 取引 を 行う 前 に 、 英 文 開示 銘 
柄 で ある 旨 の 説明 を 行う (説明 義務 ) 。 
A 英文 開示 銘柄 の 一 覧 を 確認 で きる URL 
B 取引 を 行う 銘柄 の 中 に は 英文 開示 が 行わ れる 可能 性 の ある 銘柄 が ある 旧 


( 注 ) 顧客 が 容易 に 確認 で きる 媒体 (自主 規制 機関 の ウェ ブサ イト な ど ) に 英文 開示 銘 
柄 の 一 覧 が 公表 され て いる 場合 に は 、 顧 客 に お いて 取引 に 係る 有価 証券 が 英文 開示 
銘柄 で ある か どう か が 容易 に 把握 で きる も の と 考え られ ます 。 
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令 和 2 年 4 月 16 日 追加 


(総合 取引 所 関係 ) 








( 問 2 ) 金融 商品 取引 所 (金融 商品 取引 清算 機関 ) が 、 ① 有 価 証券 関連 デリ バテ 
ィ ブ 取引 、② 対 象 商 品 デ リバ ティ ブ 取 引 関 連取 引 及 び ③ そ の 他 の デリ バ 
ティ ブ 取 引 に 関す る 取引 証拠 金 を 合算 し て 計算 し て いる 場合 に は 、 金 融 
商品 取引 業者 等 は 、 こ れ ら の 取引 に 関し 、 金 融 商品 取引 法 第 119 条 の 規 
定 に より 顧客 か ら 預 託 を 受け た 金銭 及び 有価 証券 を どの よう に 管理 する 
必要 が あり ます か 。 








( 答 ) 

ご 質問 に ある よう な 場合 に は 、 金融 商品 取引 業者 等 は 顧客 か ら 預 託 を 受け た 金 
銭 及 び 有 価 証券 に つい て 、① に 関し て は 金融 商品 取引 法 第 43 条 の 2 第 1 項 及び 
第 2 項 、 ② に 関し て は 同 第 43 条 の 2 の 2、③ に 関し て は 同 第 43 条 の 3 に 基づい 
て 管理 する 必要 が あり ます 。 

この 際 に 、 ① に 係る 顧客 分 別 金 信託 (対象 有価 証券 関連 店 頭 デ リバ ティ ブ 取 引 
等 に 係る 顧客 分 別 金 信 託 を 除く 。) 及び ② に 係る 商品 顧客 区 分 管理 信託 に つい て 
は 、 法 令 上 、 同 一 の 要件 が 規定 され て いる こと を 踏ま える と 、 ま と め て 一 つの 信 
託 契約 を 締結 する こと は 、 法令 の 規定 に 則り 、 投資 者 保護 に 支障 が な い 限 り に お 
いて 排除 され る も の で は な いと 考え られ ます 。 








( 問 3) 上 記 に お いて 、 金融 商 品 取引 業者 等 が 、 顧客 か ら 預 託 を 受け た 金銭 及 
び 有 価 証券 に つい て 、① 又 は ② の いずれ に 属す る か 明確 に で き な い 場 
合 に は 、 人 金融 商品 取引 法 第 43 条 の 2 第 3 項 の 規定 に 基づく 公認 会 計 土 
又は 監査 法人 の 監査 (分 別 管理 監査 ) に お いて 、 ど の よう な 点 に 留意 し 
て 検証 が 行わ れる こと に な り ま すか 。 








( 答 ) 

ご 質問 に ある よう な 場合 に は 、 金融 商品 取引 業者 が 、① と ② を 合わ せ て 顧客 か 
ら 預 託 を 受け た 金銭 及び 有価 証券 の 管理 を 法令 に 則り 適切 に 行っ て いる 場合 に 
は 、 金融 商品 取引 法 第 43 条 の 2 第 1 項 及び 第 2 項 並び に 第 43 条 の 2 の 2 の 規定 
を 遵守 し て いる も の と 考え られ ます 。 

これ を 踏ま える と 、 人 金融 商品 取引 業者 が 分 別 管理 監査 を 受け る に あたっ て は 、 
① と ② を 合わ せ て 顧客 か ら 預 託 を 受け た 金銭 及び 有価 証券 の 管理 の 状況 に つい 
て 監査 を 受け る こと と な り ま す 。 

な お 、 金融 商品 取引 業者 は 、 金融 商品 取引 業 等 に 関す る 内 閣府 令 第 142 条 第 1 
項 に お いて 、 そ の 所 属す る 金融 商品 取引 業 協会 の 規則 (協会 規則 ) の 定め る と こ 
ろ に より 、 毎 年 一 回 以上 定期 的 に 、 分 別 管理 監査 を 受け な けれ ば な ら な いと され 
て いま す の で 、 具 体 的 な 基準 や 手続 等 に つい て は 、 協 会 規則 等 を ご 参照 くだ さい 。 


